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第 1章　イギリス小売商業政策の特徴と
小売商業開発　　　　

　イギリスにおける小売商業の開発と立地，地域小売商業の動向と実態など

を理解，研究するためには，地域計画政策を柱とする小売商業の地域政策を

念頭に置かなければ成り立たないといっても過言ではない。そこでこの章で

は，イギリス小売商業政策の特徴と小売商業の開発と立地に関する基本的事

項を考察するとともに，本書を書き進める上で前提となる事柄についても適

宜記述しておくこととする。

Ⅰ．イギリス小売商業政策の特徴

1 ．小売商業政策の体系と小売商業の地域政策

⑴　小売商業政策

　政策とは一般に，ある対象に対して，特定の目的を遂行・実現するための

理念や指針，およびそれらを実現するための方策の体系を意味し，これを国

（中央政府）や地方自治体（地方政府）などの公共部門が担う場合，それは

公共政策と呼ばれる。公共政策は，その目的・対象によって，経済（産業）

政策，社会政策，福祉政策等々に分けることができ，また公共の関与の仕方

によって，制限（規制）政策，振興政策，調整政策に区分することができる

（渡辺，1999：78‒85）。

　公共政策としての小売商業政策は，小売商業活動に対して，公共部門が何

らかの形で干渉を行う行為である。小売商業政策は，日本ではその対象を経

済活動としての小売商業活動を担っている小売商業者（事業者）の事業活動
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に限定する見方もあるが（伊藤，1996：150‒151），それに加え，①小売商店

を利用して消費活動が行われることから，消費者活動に関連する政策ないし

それらの一部を含む場合や②公共の福祉の観点から，土地・建物の利用に関

わる私権を制限する地域計画的規制や国民に対して利便な供給の地域的ネッ

トワークを確立するといった地域的ないし社会的な政策をも含む場合も多い

（渡辺，1999：78‒81）。また，例えば佐々木が指摘しているように，小売商

業政策を経済政策と社会政策とに二元的・対立的に捉えるのではなく，両者

を統合的に把握することが今日的課題ということができよう（佐々木，

2006：9‒11）。

　実際の小売商業政策は，例えば消費活動や消費者ないしは小売業者をまっ

たく念頭に入れない政策など存在しないし，多種多様な側面の政策から成立

しているので，政策の種類による区分はあまり意味がない。そこで本書では

実際に小売商業政策を問題にする際には，その政策（体系）の内容を検討す

るとともに，政策の理念・目的の所在や全体としての政策体系と個々の政策

（施策）の意味合いを問題にすることとする。

⑵　小売商業の地域政策

　小売商業政策が対象としている地域・空間のスケールといった視点からみ

れば，小売商業政策は，①例えば独占禁止法によって定められる市場メカニ

ズムが公正に機能するための競争秩序維持に関する政策など，国家的に統一

された政策で国家領域の一部をなす地域や空間とは無関係な政策（非空間的

政策）と②小売商業の立地に関する地域的制限や居住者の日常的な購買活動

に関わる政策などの地域や空間に直接的に関係する政策（空間政策ないし地

域政策）とに分けることができる。辻が指摘しているように，地理学で政策

を問題にするには，後者の政策を取り上げるのが妥当であると考えられる（辻，

2000：22‒24）1）。

　さらに，小売商業の地域政策は，①ゾーニングに基づく小売商業の立地規

制，立地誘導政策など，実際の具体的な地域（主に都市ないし都市圏レベル）

において適用されている直接的な政策と②例えばコミュニティの再生事業に
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おいて，コミュニティの中心として位置づけられたセンターの再生を目的に，

小売商業活動も含んだ地域の整備が実施されることによって，結果的には当

該地域の小売商業地区に良好な影響を及ぼすこととなる間接的ないし関連的

な政策とに分けることができる。

　したがって，本書では公共政策としての小売商業政策のうち小売商業の地

域政策，とりわけ上記①のような地域に対して直接的に実施される地域計画

政策を中心に，検討していくこととする。

2 ．イギリス小売商業政策の特徴 

　イギリス小売商業政策の中心は，競争に関する政策 competition policy と

土地利用政策を柱とする地域計画政策 regional planning policy にあるもの

といわれている（Howe, 2003：169）。

　イギリスの競争政策の特徴は，正当な競争に反する行為や大規模小売企業

による市場支配力の乱用に関する制限を中心に据えた政策にあり，その目的

や違反行為に対する判断基準が消費者の保護に置かれているところにある。

競争政策が地域の小売商業と係わることとなるケースとしては，例えば企業

の吸収・合併等によってローカルな市場で特定の企業のマーケットシェアが

上昇することによって，その地域の消費者が価格等において不利益を受ける

場合などにあり，また地域計画政策による小売商業の立地（開発）規制が小

売商業の競争を制限することになって，結果的に消費者の利益や小売業の発

展に反する事態が生じているのではないか，といった問題も競争政策の議論

の対象となる。

　最近では，1990 年代末から 2000 年代前半に，公正取引庁Offi  ce of Fair 

Trading による大規模食料品小売企業（スーパーストア業界，スーパーマー

ケット業界）に対するが競争政策に関する調査が実施され，議会競争委員会

の調査報告書（Competition Commission, 2000）の公表を契機として，活

発な議論・勧告が行われたことは目新しいところである 2）。

　一方，地域計画政策による小売商業活動に対する規制は，地域計画（『開

発計画』）に示された土地利用計画において，小売商業の用途にゾーニング
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されたところ以外での小売商業の開発行為は原則的に認めないとするもので

ある。換言すれば，小売商業の用途に限定された地区（以下，小売商業地区

と呼ぶ）であれば，小売商業の形態や規模の如何に関わらず小売商業の立地

（開発）が可能となる。すなわち，小売商業の立地を指定した地区に限定して，

そこに小売商業機能を政策的に立地誘導して，小売商業の供給拠点の地域的

体系を構築・存続・維持することに主眼点を置いた政策ということができる。

　こうしたイギリスの小売商業政策は，例えば大規模小売商業施設の問題に

おいて，その特徴をみることができる。ヨーロッパ諸国では，ことに自由地

立地型の大規模小売商業施設の発展によって，既存の小売商業地区ないしは

小規模小売業者が大きな影響を受けてきたのに対して，大規模小売商業施設

に対する規制政策（制度）が設けられている（表 1‒1）。その規制の方式は，

イタリア，フランス，ドイツなどにみられように，立法的措置によって小売

商業施設（店舗）が自由に開発できる売場面積の上限を一律に設け，それ以

規制の特徴
小売商業の開発規制の開始 小売商業の開発規制の変更

施行年 規制対象基準
（売場面積） 施行年 規制対象基準

（売場面積）
イタリア 量的一律規制 1971 1,500/400 1998 300
フランス 量的一律規制 1973 1,500/1,000 1996 300
ベルギー 量的一律規制 1975 1,500/750 1994 1,000/400
ド イ ツ 量的一律規制 1977 1,200 1998 800
ポルトガル 量的一律規制 1989 3,000 1992 2,000
スペイン 量的一律規制 1995 2,500 ― ―

オランダ 質的個別規制 1976

既存の小売商業への
影響についての計画
当局の強制調査の実
施。

1984 強制調査を廃止し，
開発を厳しく制限。

イギリス 質的立地規制 1988

センター以外での開
発について，既存の
センターに対する大
規模開発の影響を考
慮して判断。

1993

1996

センターを保護する
ため，地方政府が小
売商業の将来を予測
し，その予測に基づ
いて判断。

［資料］Poole et al.（2002）, p.175. 一部筆者修正。

表 1‒1　ヨーロッパ諸国の小売商業の開発規制基準
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上の規模の開発については許可が必要となる国々が多い。

　一方，イギリスの場合には，開発の規模（売場面積）規制よりも上述のよ

うな地域計画政策に基づいて小売商業の開発が可能な立地点に関する規制が

重視されることになる。すなわちイギリスでは，小売商業地区に立地すれば，

小売商業施設の開発の担い手，開発規模，小売業者自体の特質などは，競争

政策に反しない限りは原則として問題にはならないこととなる（Poole et al., 

2002：173‒176）。

　以上のように，イギリスでは，小売商業の立地や地域の小売商業の変化に

及ぼす要素として小売商業の地域政策のインパクトはすぐれて大きなものが

あり，そのため小売商業の地域政策ないしは地域計画を考慮せずに小売商業

の地域的事象を考察することはできない，といってもよいのである。

Ⅱ．イギリスにおける小売商業の地域計画政策と小売商業開発

　イギリスにおける小売商業の地域政策の中心は，開発計画 development 

plan と開発規制 development control を柱とする地域計画政策にある。イギ

リスの地域計画の体系は，第二次世界大戦後，主要には 4回にわたり大きな

変化をみてきた。今日では，イングランド，スコットランド，ウェールズ，

北アイルランドで独立した地域計画制度が施行されているが，実際の地域計

画の体系や制度は相互にかなり類似したものとなっている（Cullingworth 

and Nadin, 2006：108‒141）。最近では，2004 年にイングランドで地域計画

体系と計画政策の大幅な変更が行われ，スコットランド等でも同様であるが，

ここではイングランドの地域計画体系の骨子と小売商業の地域政策をみてい

くこととする。

1 ．地域計画と小売商業の地域政策

　第二次世界大戦後，イギリスの地域計画は，1947 年の都市農村計画法

Town and Country Planning Act によるディベロップメントプラン devel-
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opment plan（『開発計画』）制度の導入に始まった。この法律の基本的な考

え方は，①全国土をカバーする『開発計画』を策定し，その土地利用計画を

ベースに開発行為や開発申請に関する決定や判断を下すこと，②土地所有者

には，私権を制限して，その開発権を政府に帰属させ，公共の利益に即して

開発や土地利用を規制することにあり（戒能，1993：297‒316），地方政府

local government の地方計画庁 local planning authority には，土地利用計

画を柱とした『開発計画』の策定が義務づけられ，また地方政府には『開発

計画』を実現するために，必要に応じて土地所有者から強制的に土地を購入

（収容）できる権利が付与されている。

　制度が導入された当時の『開発計画』は，土地利用の望ましいと考えられ

る将来像や方向性を具体的に示すものではあったが，そこで示された土地利

用計画などは，実際の開発行為に対して拘束力を持つものではなく（中井・

村木，1998, 38‒41），また稠密な土地利用が展開する都市地域では，開発を

進めるためには，さらに詳細な土地利用計画が必要となる，などの問題点が

あったものといわれている（Davies, 1999：50）。

　今日のイギリスの地域計画政策体系の骨子が実質的に確立するのは，1968

年の都市農村計画法による新たなディベロップメントプラン制度の導入によ

ってであり，主要には計画地域全体の開発計画方針や土地利用計画の骨子を

示すストラクチャープラン（structure plan,『構造計画』）と個々の具体的

な小地域の詳細な開発計画を示すローカルプラン（local plan，『地区計画』）

からなる『開発計画』が地方政府によって逐次策定されることとなった 3）。

また，中央政府は開発計画に関する詳細な体系の整備や計画政策に関する指

針 guidance の発行なども行い，『開発計画』をベースとした地域計画政策が

確立することとなった（中井・村木，1998：60‒74）。なお，ディベロップメ

ントプラン制度が確立する以前には，小売商業に関する政策については，中

央政府はほとんど関与せず地方政府に委ねてきたものといわれている（Guy, 

2007：15）。
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2 ．小売商業の立地・開発に関するコントロール

　こうした地域計画制度の下で，小売商業の立地と開発は，開発許可制度に

よってコントロールされている。新たに小売店舗（小売商業施設）を開発す

る場合，既存の小売商業以外の建物を用途変更して小売店舗とする場合，お

よび小売店舗の工事・改良（店舗の改造・売場面積の拡張など）を行う場合

には，その行為者（開発業者）は地方計画庁に開発申請を提出して，事前に

許可を得なければならないこととなっている。開発申請に対しては，地方計

画庁あるいは開発内容によっては地方議会の計画委員会 planning committee 

が，判断を下すこととなっている。ただし，こうした地方政府の判断によっ

て，開発申請が却下された場合や地方政府が提示した開発付帯条件に納得で

きない場合には，開発申請者は中央政府にアッピール（appeal，異議申し立

て）をすることができることとなっている。そのほか，申請案件を当初から

中央政府で審査すべくコールイン（call-in，回収）される場合もある。一般

にコールインされるケースとしては，その開発の影響が周辺の複数の基礎自

治体に及ぶものと想定され，広域的調整が必要とされる場合や大規模な開発

など，その申請案件の裁定が今後の開発申請の判断基準となりうる可能性が

高い場合などがあげられる（伊藤，1990：30‒32, Cullingworth and Nadin, 

2006：167‒170）。

　申請の採否を決する基準は，第一には当該の申請内容が『開発計画』に示

された計画内容と矛盾せず，『開発計画』に計画地図 proposal map で示さ

れている土地利用用途規定4）use class order 等と一致しているか否かであり，

さらに小売商業の用途に指定されている地区内にあたる申請案件の場合でも，

当該小売商業地区に新たに開発する予定面積との適合性や開発許可した場合

の影響などが判断基準となる。加えて，中央政府の計画政策，開発に対する

方針との適合性が問われることとなる。このようにして，小売商業の立地点

や開発場所は規制されることとなり，小売商業の立地・開発は原則的には『開

発計画』に示された小売商業地区内に限定されることとなる（Guy, 1994a：

67‒71）。
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3 ．小売商業計画の目標と小売商業地区の地域的体系

　上述のように，小売商業計画の柱は，地域計画によって小売商業の立地と

開発を小売商業地区に限定することにある。すなわち，各種の産業活動，住

宅等々の土地利用用途を計画によって特定の場所に立地誘導して，全体とし

て土地利用の適正配置を図ることをめざした地域計画の中で，その一項目と

して小売商業地区が設定されているものと捉えられ，同時にそれは小売商業

計画の理念や目標を考慮して具体的に設定されているところとなる。そこで

以下では，小売商業計画の理念・目標と小売商業計画の基本となっている小

売商業地区の地域的体系についてみることとしよう。

⑴　小売商業計画の理念・目標

　イギリスにおける小売商業計画の目標設定にあたってその前提となる理念

は，福祉国家観に基づく公共の利益 benefi t of the public を根拠にして小売

商業の立地規制をしようとするものである（Howe, 2003：178）。すなわち，

それは，購買活動が国民にとって日常生活を営む上で必須となる行為である

ため，政府は国民のあらゆる階層に対して，利便な買物環境を保障すること

に責任を負うべきものであるとの考え方にある。とりわけ，日常生活に直結

する食料品を筆頭とする生活必需品の供給に関しては，こうした理念が重要

視されている。そして，その目標を達成するための手段となるのが小売商業

計画・政策であり，小売商業計画の最大の目標は，いわば国民の生活権に関

わる社会的なインフラストラクチャーの 1つと位置づけられる商品供給（小

売商業）の地域的ネットワークを社会的弱者にも容易にアクセスできる形で，

構築することに求められている。このように，イギリスの小売商業の地域計

画政策の基本的理念は，社会政策的意味合いが大きいところにその特徴があ

り，例えば小売業者間の調整，特定の小売業者の保護・育成などといった産

業政策的意味合いは極めてわずかなものである。

⑵　小売商業地区の地域的体系

　小売商業計画では，基本的な小売商業の地域的ネットワークが，『開発計画』
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の中に中心地理論をベースにした階層的な小売商業地区の地域的体系として

示されている 5）。小売商業地区の地域的体系は，例えば図 1‒1 のコベントリ

ーCoventry 市の例にみるようである（Davies, 1994：232）。小売商業地区

の体系は一般に大都市圏地域では 5階層に区分されるが，その他の地域では

中心都市の中心地区 central area に位置しているシティセンター city 

centre ないしタウンセンター town centre を頂点に，以下ディストリクト

センター district centre，ネイバーフッドセンター neighborhood centre，

ローカルセンター local centre の 4 階層からなる階層的な小売商業地区のネ

ットワークが想定されていることが多い（表 1‒2, Guy, 1984：75）。

ネイバーフッドセンターネイバーフッドセンター センターの商店数センターの商店数
200200
100100
5050

シティセンターシティセンター

インナーリングロードインナーリングロード 幹線道路幹線道路 鉄道鉄道 市界市界

ローカルセンターローカルセンターディストリクト
センター
ディストリクト
センター

図 1‒1　コベントリー市の小売商業地区の地域的体系
［資料］Davies（1994）, p.232 による（一部筆者修正）。
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　こうした小売商業地区は，徒歩ないし公共交通を使ってアクセスが可能な

地点に立地し，多くが自然発生的に形成されてきた伝統的な小売商業地，な

いしはこうした小売商業地を再開発・拡張した小売商業地に相当するところ

となる。そのほかには，郊外の住宅開発に伴う人口増加によって生じること

となったローカルなレベルでの需給のギャップに対して，行政が開発場所を

指定して新たに計画的に設置したディストリクトセンター以下の規模に相当

する小売商業地区などがあげられる。なお，小売商業地区は，一般に自動車

交通が発達する以前から小売商業集積をみてきたところが多く，車社会化に

構造的に対応しきれないところも多いことは，小売商業地区のもつ大きな問

題点の一つとなっている。

Ⅲ．計画地域概念と小売商業開発

1 ．計画空間としての都市の構造と小売商業地区

　地域計画，地域政策においては，小売商業の立地と開発を地域的にコント

ロールすることが大きな課題となる。そのためには，地域計画という視点に

立って，地域（都市）や地域問題をどのように捉え，また計画目標を達成す

るために必要となる計画地域の概念や計画地域の設定が問題となる。

小売商業地区 商圏範囲・人口 商店数・商店の種類

中心地区 都市域，郊外および周辺農村 通常は 200 店以上，主として
買回品・専門品店舗。

（リージョナルセンター）大都市圏にのみ成立 中心地区に類似。

ディストリクトセンター 都市域ないし郊外の一部の地
域：人口 2万～ 5万人

約 100 店舗，最寄品・買回品
店舗。

ネイバーフッドセンター 周辺住宅地域：人口 1万人 20 ～ 40店舗，主に最寄品店舗。

ローカルセンター 直近の周辺地区：人口 500 ～
5000 人 最寄品店舗。

［資料］Guy（1995）p.75 による（著者一部修正）。

表 1‒2　小売商業地区の地域的体系
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　そこでここでは，小売商業の地域計画の策定と関連して，中央政府の見解

を中心にして，地域計画政策における基本的な地域（都市構造）の捉え方と

小売商業の立地・開発に関する計画地域概念について，図 1‒2 の都市の計

画地域概念図をもとにみることとしよう 6）。

　まず，計画空間としての都市（圏）の構造は，次のように考えられている。

都市の中心市街地（シティセンター・タウンセンター）を最大の核として，

それに連接するインナーシティ inner city，さらには比較的古く開発された

郊外 suburbs の 3 地帯からなる範域をタウン town と呼び，タウンより外側

タウンタウン

11

11

22

シティ（タウン）センターシティ（タウン）センター

ディストリクトセンター等ディストリクトセンター等

エッジ　オブ　センターエッジ　オブ　センター

〈センター〉〈センター〉

アウト　オブ　タウンアウト　オブ　タウン

グリーンベルトグリーンベルト

公共交通路線（バス・鉄道）公共交通路線（バス・鉄道）

１．ブラウンフィールド　２．エッジ　オブ　タウン１．ブラウンフィールド　２．エッジ　オブ　タウン

図 1‒2　都市の計画地域概念図
筆者作成による。
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の地帯はアウトオブタウン out-of-town と呼ばれる地域が設定されている。

アウトオブタウンは，その一部に都市的土地利用を含む郊外地域と解される

空間もあるが，その主たるところは農地・草地・森林にあたるグリーンフィ

ールド green fi eld ないしはオープンカントリーサイド open country side

と呼ばれる空間である。そして比較的規模の大きな都市ないしコナベーショ

ン・エリアでは，アウトオブタウンの外周部，すなわち計画対象地域の縁辺

部には，アーバーンスプロール urban sprawl や都市域の拡散の防止を主目

的として，グリーンベルト green belt が配されているケースが一般的となる。

　小売商業の地域計画において最も重要な計画地域概念は，すでにみたよう

に『開発計画』でその範域が示されているセンター centre すなわち小売商

業の立地・開発を促進する計画空間としての「小売商業地区」である。「小

売商業地区」以外のところ，すなわち小売商業の立地を原則認めない「小売

商業地区以外」の計画空間は，アウトオブセンター out-of-centre ないしは

オフセンター off -centre と呼ばれている（本研究では，アウトオブセンター

と呼ぶこととする）。

　こうした計画地域としての「小売商業地区」については，例えば中央政府

の計画政策ステートメントでは，その類型をシティセンター，タウンセンタ

ー，ディストリクトセンター，ローカルセンターの 4つに区分し，それぞれ

の特徴について，表 1‒3 のように整理している。また，シティセンター，

タウンセンターの比較的大きなセンターでは，その内部に 2つの計画空間を

設けることが求められている。すなわち，センターの中心には小売商業機能

を集中させる中核的小売商業地区 primary shopping area を設定し，それが

地域計画概念としての小売商業地区の範囲に相当するものとしている。そし

て，中核的小売商業地区の一部およびその周辺に主としてレジャー，オフィ

ス，およびセンター関連機能を配置する地区を設定して，その境界が広義の

意味でのセンターの範囲に相当する空間としている（Offi  ce of the Deputy 

Prime Minister, 2005：30‒31）7）。

　また，センターは，その立地点がタウンかアウトオブタウンかの如何にか

かわらず，主に人口や住宅の分布状況や公共交通体系を考慮して，一定の拠
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点性をもちながらも普遍的に配置（計画）されている。

2 ．小売商業の開発と立地

　1960 年代以降，小売商業の開発をめぐっては，センターとアウトオブセ

ンターとの関係は，常に小売商業の地域計画政策の中心的な議論の対象とな

センターの類型 主　　要　　な　　特　　徴

シティセンター

シティセンターは，『開発計画』で示された最上位のセンター（小
売商業地区）である。小売商業地区の階層では，リージョナル
センターとして，広域的商圏を有するものとなる。また，シテ
ィセンターは多様な活動を有する大きなセンターで，他地区と
はその主要な機能によって，区別される。シティセンターの将
来計画は，特定の用地に関する開発要綱やマスタープランとと
もに，シティセンターアクションプランの活用によって，首尾
よく達成することができる。ロンドンにおいては，GLAの空間
開発戦略で「国際的」・「大都市圏」センターと明記されたセン
ターは，典型的なシティセンターの役割を果たしている。

タウンセンター

タウンセンターは，一般にシティセンターに次ぐレベルの小売
商業地区であり，多くは基礎自治体における最大のセンターに
あたる。農村地域では，広い農村地域の商圏に対し，一連の施
設やサービスを供給する重要なサービスセンターとして機能し
ているマーケットタウンないしそれに類似するセンターである。
タウンセンターの将来を計画するにあたっては，地方計画庁は
センターの小売商業以外の機能がセンター全体の存続と活力に
どのように貢献しているのかを考慮すべきである。ロンドンに
おいては，GLAの空間開発戦略において明記されたメジャーセ
ンターおよびディストリクトセンターの多くは，典型的なタウ
ンセンターの役割を果たしている。

ディストリクトセンター

ディストリクトセンターは，一般に一つ以上のスーパーマーケ
ットないしスーパーストアを含む店舗群，図書館のようなロー
カルな公共施設，銀行等の金融機関，レストランなどの一連の
サービス機能を有している。

ローカルセンター

ローカルセンターは，小規模商圏に対してサービスするローカ
ルな性格をもつ小規模小売商店群からなる。ローカルセンター
の典型的な機能としては，小規模なスーパーマーケット，新聞
販売店，簡易郵便局，薬局があげられる。そのほか，ホットフ
ァーストフードやコインランドリーが含まれることもある。農
村地域では，大きな村がローカルセンターの役割を担うことも
ある。

〔資料〕Offi  ce of the Deputy Prime Minister （2005）, p.30 による。

表 1-3　センター（小売商業地区）の類型区分
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ってきた。また，小売商業の地域的動向や地域構造を研究する上でも，両者

の区別は重要な観点となる。

　第二次世界大戦後のイギリス都市における小売商業の展開は，拡大する郊

外マーケットに応えるとともに，経済的効率性と競争力の改善をめざして，

小売商業の離心化 decentralization を図り，郊外地域での小売商業開発，自

由地立地 free standing location タイプの小売商業施設の開発を促進したい

との大規模小売企業やディベロッパーなどからの開発圧力と既存のタウンセ

ンター，ディストリクトセンター等のセンターの優位な状況を維持しようと

考える地方の地域計画担当者や地方議会の圧力，この 2つの対立する勢力の

せめぎ合いの所産としてみることができるものと指摘されている（England, 

2000：18‒19）。

　イギリスにおける小売商業の地域政策は，第二次世界大戦後全体としてみ

れば小売商業の立地・開発を小売商業地区に制限し，小売商業地区の地域的

体系を存続・維持していくことに重点があるものといえるが，アウトオブセ

ンターでの小売商業の開発圧力も 1970 年代後半から高まり，1980 年代以降

アウトオブセンターでの小売商業開発も進んできたことも事実である。この

ことについては，後に詳しく検討するところとなるが，ここではアウトオブ

センターでの開発の焦点となってきた地区，地点について，前掲の図 1‒2

を使って説明しておくこととする。

　アウトオブセンターでの小売商業の開発に関してみると，アウトオブタウ

ンのグリーンフィールド，グリーンベルトは，ニュータウンや住宅の建設に

伴う計画的な小売商業地区が開発される例外的なケースを除いては，一般に

は保存すべき用地として小売商業はもとより都市的産業の開発は厳しく制限

されてきたところとなる。それに対して，大規模なショッピングセンターの

開発などを筆頭に，アウトオブセンターで小売商業の開発が最も進められて

きた空間は，工場や倉庫等の跡地でその後の土地の再利用が行われないで放

棄され荒廃した土地（場所）を意味する地域概念であるブラウンフィールド

brown fi eld にある。

　ブラウンフィールドは，タウン内，とくにインナーシティ内に多数みられ，
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それらは自動車交通に適した主要幹線道路の沿線に位置し，広くまとまった

土地であることも少なくない。そのため，ブラウンフィールドは，大規模小

売企業，ディベロッパーからは小売商業の開発適地として認識され，さらに

一部の地方政府などからは，大規模小売商業施設の開発によって，ブラウン

フィールドの再生や地域の雇用の増大を図りたいとの意思が生じることによ

って，ブラウンフィールドでの小売商業開発を指向する動きもみられるとこ

ろとなる。そのなかでも，タウンとアウトオブタウンの境界付近にあたるエ

ッジオブタウン edge-of-town に位置するブラウンフィールドは，アウトオ

ブセンターの小売商業開発が行われてきた典型的な場所となっている。

　そのほか，エッジオブセンター edge-of-centre も小売商業の立地と開発を

考える上で重要な計画地域概念となる。それは小売商業地区の末端部ないし

その隣接地を意味し，そこから小売商業地区へは容易に歩いてアクセスでき

るところとなる 8）。エッジオブセンターは，今日ではセンターには開発用地

がなく，そこで開発が実施されても隣接の小売商業地区にマイナスの影響が

及ばないと判断された場合には，小売商業地区に次いで小売商業の開発がも

っとも適切であると考えられているところとなる。

3 ．小売商業開発の実際

　小売商業の地域計画は，計画期間内にどこで，どのようなタイプの小売商

業（施設）をどのくらい開発するのかが基本となる。一般に公的セクターは

公共的利益が見出されるかどうかを判断基準として地域政策・地域計画を立

案するが，地方政府は中央政府の計画指針なども考慮に入れて，『開発計画』

に具体的な小売商業の計画政策を示すこととなる。今日では，政府や公共セ

クターが直接的に小売商業開発を実施することはほとんどなく，実際の小売

商業の開発計画を進める主体は小売企業，ディベロッパーである。そのため，

『開発計画』に示される小売商業の計画政策は，現実的には多分に開発業者

を意識して策定される側面もあり，そこには地方政府が小売商業の立地，開

発適地，開発規模，開発タイプなどに関して，望ましいと判断する見解が示

されることとなる。
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　小売商業開発の基本的枠組みは，すでにみたようにゾーニングをベースと

した土地利用計画によって，小売商業の立地や開発を小売商業地区に限定す

ることなど，『開発計画』に準拠して小売商業の開発行為が判断されるとこ

ろにあるが，土地利用のゾーニングが開発申請を判断する唯一の根拠とはな

らず，ゾーニングに合致していてもその他の理由で申請が却下されることも

ある。また，小売商業開発の基本方針や『開発計画』に示された小売商業計

画に反する開発申請が許可されるケースも存在する。こうした小売商業の開

発が計画通りに実行されるとは限らず，換言すれば，かなりフレキシブルに

判断されるところにイギリスの計画政策の特徴があるものといわれ，こうし

た柔軟性はイギリスの開発計画制度に関する次のような事情によっている

（Guy, 2007：4‒6）。

　第一には，地方政府の開発の許認可に関わる権限と関連している。地方政

府は，個々の開発申請案件に対して，具体的かつ個別的に申請内容を考慮

material consideration して，判断を下すこととなる。そのため，例えば申

請案件が『開発計画』に基本的に合致していても，その建築デザインが周囲

の景観に不釣合である，開発によって小売商業施設周辺の交通問題が深刻化

するものと予想される，等々のゾーニングとは直接関連しない理由によって

も開発申請を却下できることとなっている。また，地方政府は，開発を許可

するにあたっては，例えば開発される小売商業施設に関して，既存の小売商

業地区への悪影響を防止することを根拠にして，事前にその販売品目の制限，

店舗の内部空間の利用法の限定，売場面積の削減，などの開発の付帯条件（コ

ンディション condition）を付けることもできることとなっている。開発業

者が付帯条件を受け入れない場合には，開発申請は当然ながら却下されるこ

ととなる。

　第二には，大規模小売企業や開発業者は往々にして地方政府に対して強力

な立場にあることと関連している。すなわち，地方政府は，基本的に民間に

依存している小売商業開発によって，都市の再生，土地の有効利用，小売商

業施設の改善などの利点を受けるため，開発業者などに対して，一定の譲歩

をせざるを得ない面もある。そのため，実際の開発申請に対しては，公共セ
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クターと開発業者との計画許可をめぐる裁量と交渉によって開発内容が決め

られることとなる。また，こうした過程においては，地方政府が，開発によ

る周辺環境整備の必要性，開発利益の地域社会への還元などを根拠に，開発

業者に対して具体的な開発以外の追加的施設などを要求すること（プランニ

ングゲイン planning gain）も一般的である 9）（Cullingworth and Nadin, 

2006：200‒205）。これは開発業者に対するプランニングオブリゲーション

planning obligation と呼ばれるものであり，開発業者はいわば開発の見返り

ないしは交渉手段として，認識，準備しているものである。

　以上のように，実際の開発申請案件に対する地方政府の判断基準は『開発

計画』が基本とはなるものの，地方政府と開発業者との協議や裁量によって

決定される部分も少なくなく，また地方政府の開発の必要性，緊急性などに

対する判断などとも関わっているのが実態ということができる。

　加えて，地方政府によって開発申請が却下された場合や地方政府が提示し

た開発付帯条件が納得できない場合，すなわち地方レベルで折り合いがつか

ない場合には，開発申請者が中央政府にアッピールをすることができること

によって，地方政府の開発申請判断が覆るか修正されることもある（Culling-

worth and Nadin, 2006：167‒170）。こうした開発申請者のアッピールにつ

いては，一般に地方政府と中央政府の計画方針に乖離がある場合には，開発

業者はアッピールによって開発申請を実現しようとする傾向が強いものとい

われている（岩下，2007：33‒47）。

Ⅳ．地域の課題と小売商業の地域計画・小売商業開発

　前節までは，イギリスの小売商業政策の中心が地域計画政策にあり，それ

ゆえ小売商業の立地，開発は地域計画政策によって大きく規定されているこ

とを指摘し，それらの実態について小売商業活動に限定して一般的にみてき

た。ローカルな地域ないし個々の基礎自治体（地方政府）における地域開発，

地域計画においては，当然のことながら小売商業は地域の多くの政策的課題
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の 1つであり，また時期や地域によってそれぞれ異なる地域の問題や政策課

題をもっている。したがって，小売商業の地域計画，開発を検討・理解する

には，次のようなことを念頭におくことが肝要となろう。

⑴　地域計画の視点と両義性

　一般に地域計画においては，産業や土地利用を中心とした項目ごとに，計

画や政策が立案される。上述してきた小売商業に関する計画政策は，こうし

た特定の項目（小売商業ないし買物）の 1つを対象にしていることになる。

　しかしながら，地域計画は土地利用の計画という側面が濃厚であるがゆえ

に，特定の地区（土地）に関して，どのような土地利用用途に供することが

適切かといった地域の観点から，開発計画が立案・実行されることも少なく

ない。その場合には，産業や土地利用の項目は，いわばその土地を有効に活

用するための選択肢（開発手段）として取り扱われることになる。また，個々

の地区ないし土地の意味合いは，計画対象となる地域全体のなかでその役割・

意味合いが規定されることとなる。このように，実際の地域計画においては，

項目と地域（土地）の両面から検討されるといったいわば地域計画には両義

性があることを留意しておく必要がある。

⑵　地域の事情と包括的政策目的との関連

　地域ないし基礎自治体は，地域の問題や政治的状況に違いがあり，具体的

な地域計画や開発においてはそのことが大きく関連するものといわれている。

また，地域計画は環境，経済，社会の 3つの視点ないし要素から捉えること

ができる（図 1‒3）。例えば，失業率が高く経済活動の活性化が重要な地域

課題となるところでは，雇用の増大や産業の再生のための一方策として，小

売商業開発は有効と考えられることも少なくない。その一方で，小売商業の

問題は純粋に社会的な生活インフラとしての小売商業地区のネットワークの

維持が課題として扱われる地域もみられる。また，地球温暖化防止といった

環境の観点から小売商業を捉えると，センターへの各種機能の集積，複合的

土地利用の推進を重視する都市もみられる。このように，実際にはこれらの
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3 要素のいずれかが重視されるか，ないしはそれらの組み合わせやバランス

を考慮して，地域計画が策定されることとなる。

　したがって，地域における小売商業の役割や課題は，地域特性や時代的状

況などによって多様なものとなり，具体的な地域の実際の小売商業の計画や

実態は，柔軟に捉える必要がある。

⑶　小売商業の地域計画政策の時期区分

　イギリスの小売商業の地域計画・地域政策は，開発計画政策の動向とほぼ

パラレルな関係にある。第二次世界大戦後の開発計画の時期的区分について

は，サッチャー政権下で開発計画政策は大きく変化したので，主要には①サ

チャー政権以前の時期，②サッチャー政権下の時期，③サッチャー政権崩壊

以降の時期，の 3つの時期に分けるのが一般的である。例えば，ワード

Ward, S. V. によると，①の時期が 1979 年以前，②の時期が 1979 年から

1990年，③の時期が 1990年以降としている。このうち①の時期については，

新ディベロップメント制度が実質的に機能する 1974 年を境に，さらに 2つ

〈環境〉
自然環境の保全
建造環境の整備

〈環境〉
自然環境の保全
建造環境の整備

〈経済〉
経済発展
雇用の増大

〈経済〉
経済発展
雇用の増大

〈社会〉
社会福祉
社会的包摂

〈社会〉
社会福祉
社会的包摂

図 1-3　地域計画の要素
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の時期に区分できるものとしている（Ward, 2004：199‒234）。また，ガイ

Guy, C. M. は，基本的に上記の 3 時期に区分されるものとした上で，③の

時期についてはブレアー労働党政権の誕生後の 1998 年頃を境にして，さら

に 2つの時期に細区分できるものとしている（Guy, 2007：61‒117）。本書

では，時期区分をして論述する場合には，1980 年以前，1980 年代，1990 年

以降の 3つの時期に大別し，さらに必要に応じて細区分してみていくことと

する。

注

 1） 国家領域の一部をなす地域・空間に関連する政策も国家領域内の空間全般を対象
とした共通政策と国家領域内の特定の地域のみを対象とした政策とに区別する考え
方もあり，例えば辻は前者を「空間政策」，後者を「地域政策」と呼んで区別して
いる。

 2） 大規模スーパーストア，スーパーマーケット企業の食料品販売額のシェアが高い
ために，他のヨーロッパ諸国と比較して，こうした企業ではマージン率が高く，食
料品供給業者に対して不当な取引を強いているのではないか，またイギリスの食料
品価格が相対的に高いのではないか，との疑義が契機となって，調査が始められた。
当初は国家レベルでの大規模スーパーストア・スーパーマーケット企業による食料
品マーケットの寡占がもたらす影響についての議論に主体があったが，2000 年代
以降にはスーパーストアの寡占状況にある地区の食料品価格の問題，計画規制によ
る小規模食料品小売業の参入障壁の問題，などのローカルレベルでの公正取引に関
する問題についても調査・議論・勧告が行われることとなった。

 3） 1972 年の地方制度改革によって，地方はカウンティ（county, 県）ないし大都市
圏カウンティmetropolitan county が上位行政体，ディストリクト district ないし
バラ borough と呼ばれる基礎自治体が下位の行政体となる二段階の地方行政体シ
ステムに変更され，前者の地域がストラクチャープランを策定する地域ユニットと
なり，またローカルプランは後者の領域ないし後者の部分領域を地域ユニットとし
て策定されることとなった。

 4） 商業・サービス業関係の土地利用用途区分（2005 年改定，イングランド）では，
「商店」，「金融不動産・専門サービス」，「レストラン・カフェ」，「パブ・バー」，「フ
ァーストフード・テイクアウェー」の 5つに区分されている。

 5） 『開発計画』書は，一般に主要な項目ごとに，章に分けて記載されている。小売
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商業に関する章のタイトルは，小売商業の地域計画の問題は地域（生活者）の社会
的インフラの問題であるとの意識を反映して，「購買活動」Shopping と表記される
のが一般的で，「小売商業」Retailing と表記されるケースは比較的少ない。

 6） 1996 年に環境省から発行された計画政策ガイダンス 6 号 Planning Policy 
Guidance 6（PPG6）に示された資料（Department of the Environment, 1996：
Annex A）および 2005 年に副首相府から発行された計画政策ステートメント 6号
Planning Policy Statement6（PPS6）に 示 さ れ た 資 料（Offi  ce of the Deputy 
Prime Minister, 2005：Annex A）を参考にして，筆者が作成した。

 7） 広義のセンターの概念は，いわゆる中心地の概念に近いものといえる。なお，比
較的小規模なセンター（ディストリクトセンターの多くと同センター以下のクラス
のセンター）では，実質的に小売商業地区の性格が濃厚なので，センターの範囲は
中核的商業地区の範囲に収まるものとしている。

 8） PPG6 では，エッジオブセンターは，当該センターの中核的小売商業地区へ徒歩
で容易に到達できる目安として同地区から 200 ～ 300 ｍ以内のところとしている
（Department of the Environment, 1996）。
 9） 例えば，開発される小売商業施設へのアクセス道路の改善など，開発と関連する
施設や社会的基盤の整備を求めることが基本となるが，なかには直接開発とは関連
しない学校や図書館などの公共施設を他の場所に求めるケースもある。
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　前章では，イギリスにおける小売商業の立地や地域小売商業の変化などを

研究・理解する上で重要となる小売商業の地域政策と小売商業の開発につい

て検討した。この章では，小売商業地理学 retail geography の観点から，イ

ギリスにおける小売商業の地域的動向を考察する視点と本書の課題について

検討することとする。

Ⅰ．イギリス小売商業地理学の展開と地域小売商業の変動要因

1 ．イギリス小売商業地理学の展開

　第二次世界大戦後，イギリス小売商業地理学の展開をみると，大きくは

1970 年代中葉，1990 年代中葉を境として，3つ時期に分けることができる。

また，イギリスの小売商業地理学研究は，イギリス地理学の伝統でもある応

用的研究に重点が置かれ，そのため小売商業活動をめぐる変化や社会的要請

に機敏に対応した形で，地域小売商業に関する研究・分析が行われてきたと

ころに大きな特徴がある。

⑴　小売商業地理学の研究分野の多様化

　バーキンらはイギリス小売商業地理学において，小売商業活動の需給に関

する空間的多様性 spatial variations に関して述べた画期となる象徴的な書

物として，ガイGuy, C. M.の『小売商業の立地と小売商業の地域計画』‘Retail 

Location and Retail Planning’（Guy, 1980）とドーソンDawson, J. A. の編
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著書『小売商業地理学』‘Retail Geography’（Dawson ed., 1980）をあげ，

これらの書物が発刊された 1980 年以降，経済地理学者や都市地理学者によ

って小売商業に関する地理学研究が盛んに行われるようになったものとして

いる（Birkin et al., 2002：1）。

　上述のドーソン編著『小売商業地理学』に収められたキベルとショー

Kivell, P. T. and Show, G. によるイギリスの小売商業地理学に関する展望

論文では，小売商業地理学は 1970 年代中葉から，大きく変化してきたもの

と指摘している。1960 年代から 1970 年代前半までの間には，小売商業地理

学に関する研究成果は多数をみてきたが，それらの研究の大部分は中心地理

論の影響を受けた研究であり，小売商業の立地パターンについての基本的理

解には大いに貢献してきたが，一方では新たな分析視覚からの小売商業地理

学研究は総じて少なかったものと回顧されている。それは，アングロサクソ

ン圏での中心地理論の紹介・導入が，第二次世界大戦後であったことから，

中心地理論が英語圏の人文地理学に及ぼした影響力が極めて大きなものであ

ったという事情に起因しているものと考えられている（Kivell and Shaw, 

1980：95）。

　小売商業地理学の研究課題や分析視覚は，1970 年代中葉ころから，先進

諸国での急激な小売商業活動の地域的変化に対応するように，中心地理論に

立脚した研究は次第に縮小化するようになり，小売商業地理学の研究対象・

研究分野も広域化・多様化して，1980 年代前後には新たな小売商業地理学

の研究対象・研究分野の枠組みがほぼ確立することになった。

　小売商業地理学の研究対象・研究分野の区分については種々の見解がある

が，ドーソンによると，小売商業地理学の研究分野は，①小売商業・小売商

業地の立地，②小売商業の技術，③小売商業の組織・形態，④商品の流通・

配送，⑤公共政策に分けられ，それぞれの項目（事象）は相互に関連し合っ

ているので，実際には複数の分野にわたる研究も存在するものとしている

（Dawson, 1980：238‒241）。

　①は従来から小売商業地理学の課題とされてきた小売商業・小売商業地の

立地と小売商圏の問題に該当している。それに対して，②～⑤は主として
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1970 年代からの小売商業活動の地域的実態を考える上で，新たに注目され

るようになってきたかあるいは拡大してきた課題や研究分野に相当する。②・

③は小売技術革新の実態および新たに登場してきた各種の新業態や大規模小

売商業施設など，小売商業組織ないし小売商業構成体の構造やそれらの地域

的実態が研究課題となり，④では生産者から小売商業者に至る流通過程，チ

ェーン企業の多店舗展開の前提となる配送システムの実態などが具体的な研

究課題とされている。⑤の小売商業の立地に関する政策的コントロールや小

売商業の地域計画などの直接的に地域の小売商業の立地や地域構造に影響を

及ぼしている公共政策（小売商業政策など）の問題，とりわけ小売商業の地

域計画・地域政策の問題は，重要な研究課題，研究分野となっている。

　以上の分類のなかでは，⑤にあたる小売商業の地域計画・地域政策の分野

では，例えば 1950 年代には，イギリスで最初の小売商業プランニングのテ

キストとされるバーンズの著書で，アメリカ合衆国のショッピングセンター

の研究や中心地理論に基づいた小売商業地区の分類に関する記載がみられる

など（Burns, 1959），早くからプランニングと小売商業地理学とは密接な関

係にあり，技術革新を伴った大規模小売企業の生成・発達によって，新たな

研究分野として登場してきた②～④の領域とは，性格を異にしている。例え

ば，上述のガイの研究書では，その書の目的を「ローカルレベルでの政府の

プランニングによる小売商業に対する干渉がイギリスの小売商業の立地に及

ぼした影響」を解明することにあるものとし（Guy, 1980：5‒6），また中心

地理論をベースにした実証研究などを積み重ねてきたデービスDavies, R. 

L. は，1984 年には小売商業の地域計画と小売商業の立地・開発や地域小売

商業の変化の関連性について述べた研究書を発行している（Davies, 1984）

など，⑤の分野の研究は①の分野にあたる伝統的な小売商業地理学に最も近

い研究分野といってよい。

　このように，1980 年前後からは，研究の出発点がいずれも地理学にあっ

たデービス，ドーソン，ガイが中心となって，小売商業地理学の新展開，小

売商業研究の多様化の進展が図られるとともに，元来地理学出身であったと

しても地理学とは直接かかわりのないさまざまな分野で活躍する研究者も増
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加していくこととなった。

　こうしたなかで，現職のポジションが地理学に属していない研究者が約

60％を占める国際地理学連合・商業地理学研究グループThe International 

Geographical Union Study Group on the Geography of Commercial 

Activity に登録しているイギリスのメンバーの関心の所在をみると（1987

年）1），小売商業の種類・形態では，多くの研究者が都市の小売商業活動に

表 2-1　 国際地理学連合・商業地理学研究グループのイギリス
メンバーの関心の所在

人　数 割合（%）

小
売
商
業
の
種
類
・
形
態

農村の小売商業 6 18.8 
都市の小売商業 26 81.3 
市と定期市 6 18.8 
スーパーマーケット／スーパーストア 23 71.9 
小規模小売店 15 46.9 
その他の小売商業活動 14 43.8 
卸売業 6 18.8 
貿易 6 18.8 

研　

究　

課　

題

用語・概念 3 9.4 
資料 10 31.3 
地図化 2 6.3 
統計 19 59.4 
小売商業ネットワーク 14 43.8 
商業立地・立地問題 23 71.9 
小売企業戦略 16 50.0 
商業に関する法律と商行為 8 25.0 
小売商業の都市構造に及ぼす影響 22 68.8 
消費者選好と購買行動 16 50.0 
商品の流通 5 15.6 
小売商業者 7 21.9 
商業活動と社会 9 28.1 
商業活動と経済的変化 14 43.8 

［資料］UK committee of IGU Study Group on the Geography of 
Commercial Activity, 1987, pp.51‒52. による。
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関心があり（「都市の小売商業」＝ 81％），また 1970 年代以降急速に発展し

てきたスーパーストアなど（「スーパーマーケット・スーパーストア」＝72％）

新業態の小売商業活動に注目している研究者が多い。研究題目 research 

topics では，過半数の研究者が関心を寄せる題目としては，「商業立地・立

地問題」（72％），「都市構造に及ぼす小売商業の影響」（69％）といったオ

ーソドックスな地理学の研究テーマに関心が高いことが確認できる。また，

これらはいずれも小売商業の業態革新や小売商業の地域政策と大きく関わる

テーマである。さらに，「統計」（59％），「企業戦略」（50％），「消費者選好

と購買行動」（50％）となる（表 2‒1）。

⑵　1990 年代後半以降の小売商業地理学の展開

　1980 年頃から広範な研究内容をもつこととなったイギリスの小売商業地

理学は，その後も比較的活発に研究が進められるとともに，地域の小売商業

活動とは直接的には関係しない課題についても取り上げることとなった。そ

れは地域の小売商業の実態や変動を理解するためには，小売技術革新や小売

企業の戦略などを研究・分析することが必要となってきたという状況の変化

によるところとも関連していよう。

　さらに，1980 年代末以降では，GIS や空間モデルの応用により，店舗の

立地選定や小売商業事象の地理分析の発展，企業の店舗戦略のコンサルティ

ング分野への進出などがみられ，小売商業地理学の新たな応用的研究の進展

が図られることとなった（Birkin et al., 2002）。また，1990 年代中葉にな

ると，リグレーWrigley, N. らがその編著で‘New Retail Geography’を

主張し，そこでは小売企業リストラクチャリング，小売資本と消費空間の関

係，消費文化と都市商業，小売商業雇用問題，など，いわば現代社会におけ

る小売商業活動全般にも及ぶ内容を「新しい小売商業地理学」の研究課題と

して取り上げられている（Wrigley and Lowe ed., 1996）。それらの研究に

対して，具体的な地域における小売商業活動に関する実態研究は，1990 年

代後半以降相対的に縮小化傾向にある。
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2 ．地域小売商業の変動要因

　イギリスの小売商業地理学研究は応用的，実用的研究の比重が高いことか

ら，現実的な小売商業活動の実態とりわけその地域的変化に関心が深いとこ

ろに特徴があろう。そのため小売商業の地域的現象をみていくためには，小

売企業の企業戦略をはじめとした小売商業活動自体の動向を探ることは重要

な課題となり，小売商業地理学研究の多様化が進んできたものとみることが

できよう。そこでここでは，小売商業の地域的変化の要因についてみておき

たい。

　小売商業の地域的事象を考察するためには，まずは小売商業活動の空間的

特性を理解することは重要である。小売商業活動の空間的特性を規定する最

大の要素は，消費分布の性質と関連しているものといえる。すなわち，消費

は一般に個人ないし家計を単位としており，消費（者）の分布は小規模かつ

分散的であり，また消費者は商品を入手するため，小売店，小売商業地に出

向くのが一般的である。そのため，消費者の購買活動における移動範囲や移

動コストは限られることとなる。こうした消費分布の特性に制約されて，小

売商業・小売商業地の分布は，一定の空間的間隔と規模的・質的差異を伴っ

て，いわば普遍的に分布（立地）することとなる。また，小売商業は，消費

者（人口）の分布や小売商業施設への交通アクセス手段の変化などに対して，

機敏に対応（変化）する傾向があり，それゆえ小売商業の地域的変化はめま

ぐるしいものとなる（須原，1977：149‒151）。

　以上の消費の分布的特性から導き出せる小売商業の地域的特徴は，供給サ

イドにおいては大規模小売商業施設・大規模小売企業の生成・発展や小売技

術革新の進展に伴って，大規模小売企業が構築してきた小売商業施設の地域

的ネットワークが，消費のあり方ないし消費者購買行動を規定する要素とし

て大きくなってきたことによって，変化してきたものといえる。また同時に，

消費サイドの消費需要や購買活動の変化にも著しいものがあり，市場におけ

る消費と供給の両サイドの変化が相互に関連しあって，小売商業の地域的変

化が生じてきたものと考えられる。

　イギリスにおけるこうした変化が顕在化するのは主として 1960 年代以降
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のことであるが，その背景となる社会経済的状況の変化に関しては，多数の

研究がある。ここでは，1980 年代のドーソンの研究（Dawson, 1982），1990

年代のブロムレーとトーマスの研究（Bromley and Thomas, 1993），2000

年代のバーキンらの研究（Birkin et al., 2002）によって，まとめておくと次

のように整理される。

　消費需要をめぐる変化としては，人口の再分布（郊外化，反都市化），女

性の社会進出や世帯構造の変化に伴う需要の変化，購買活動におけるワンス

トップショッピングの選好，モータリゼーションの進展による購買行動にお

ける自動車利用の増大，および最近年では消費者グループの細分化の進展，

などが挙げられる。

　また，このような変化は，小売技術革新を伴った小売商業（供給者）の組

織・形態の変化と一体となって展開してきたところにその特徴があり，供給

サイドにおいては，まずは所得効果が発揮される専門店と規模の経済が達成

される各種の総合小売店，大規模小売商業施設の発達をみることとなった

（Dawson, 1982：109‒115）。また，再販売維持制度が廃止されてからは，

小売企業の価格支配力の増大，大規模小売企業への販売額の集中化，店舗展

開の広域化，国際化といった現象が進展し（Bromley and Thomas, 1993：5

‒6），さらには少数の大規模小売企業が多様な商品とサービスの供給者とし

て発展し，それらの企業は 1990 年代以降国際化を進めるとともに，立地の

多様化を図り，消費者の多様性に対応して新しい流通チャンネルと店舗型

store format を構築するようになってきたものといわれている（Birkin et al., 

2002：18‒33）。

　以上の消費・供給の両サイドの要因（市場の要因）に加えて，前章で述べ

た地域計画政策を通じた中央政府，地方政府（基礎自治体等）による小売商

業の開発と立地に関するコントロールといった要因が相互作用して，小売商

業の地域的変化が生じてきたものとみることができる。
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Ⅱ．大規模小売商業施設と小売商業の地域的動向

1 ．大規模小売商業施設の展開と地域小売商業

　20 世紀，ことに第二次世界大戦後，先進国の都市圏レベルでみられてき

た最大の変化は郊外化 suburbanisation の進展にある。小売商業は，すでに

みたように，人口（消費）分布の改変によって比較的容易に変化する性質が

あることから，大都市圏を筆頭とする都市人口の増加や人口の郊外化による

新たな拡大市場の形成は，小売商業（小売企業）にとっては，新たな発展を

遂げる絶好の機会を得ることとなり，その結果小売商業の郊外化や小売商業

の離心化 decentraisation が進展することとなった。

　例えば，アメリカ合衆国の小売商業の郊外化は，4つの時期に区分されるが，

そのうち第二次世界大戦後の郊外化は，ベリーが中心地の類型の 1つとして

指摘した計画的センター planned center に相当する計画的ショッピングセ

ンター planned shopping center（郊外型ショッピングセンター）の成長・

発展によるものである（Kellermann, 1985：15‒23）。このように，先進国に

おける小売商業活動の郊外化の特徴は，大規模小売企業ないし計画的な大規

模小売商業施設によって担われている側面が大きいところにあり（Dawson, 

1974：155‒175），また現代の小売商業の地域的変化は，大規模小売商業施

設を核に成立し，小売商業の技術革新と立地点の変化を伴って展開してきた

ことに特徴があるものといわれている（Vance, 1962：485‒518）。

　小売商業の郊外化の進展は，アメリカ合衆国を典型に，先進国都市圏の中

心都市や既存の伝統的小売商業地区の停滞や衰退を顕著なものとしてきた場

合も多い。こうした郊外化に対して，イギリスでは，既存の小売商業地区の

再開発・再生は第二次世界大戦後進められてきた小売商業ないし都市の地域

的課題であるが，既存の小売商業地区をめぐる動向やそこでの開発において

も，大規模小売商業施設はキーとなる小売商業施設となる。
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2 ．イギリスの大規模小売商業施設

　イギリスにおける小売商業政策は，前章で述べたように，地域計画による

小売商業施設の立地規制に中心があり，小売商業者自体に関する直接的な規

制などは存在しない。こうしたイギリスの小売商業政策の特徴とも関連して，

イギリスはヨーロッパの先進国のなかではいち早く小売商業の近代化が進み，

1960 年代には小売商店数の減少がみられることとなり，大規模小売企業の

発展や上位の大規模小売企業への小売販売額の集中化が進展してきた国であ

る。そこでここでは，地域の小売商業に大きなインパクトを与え，小売商業

の地域政策においてその取り扱いが大きな焦点となってきた主に 1960 年代

以降新たに登場してきた小売業態や大規模小売商業施設について，みておく

表 2‒2　大規模小売商業施設の概要

小売業態の類型 内　　　容

最寄品ショッピング 最寄品小売業とは，食料品，飲料品，新聞・雑誌，菓子
等の日常必需品を供給する小売業である。

　スーパーマーケット セルフサービス方式で主に食料品を販売する店舗で，売
場面積は 2500㎡以下で駐車場を有していることが多い。

　スーパーストア
セルフサービス方式で主に食料品もしくは食料品と非食
料品を販売する店舗で，通常は駐車場を備えた売場面積
2,500㎡以上の店舗である。

買回品ショッピング 買回品小売業とは，衣料，靴・履物，家庭用品，趣味用
品等の購入頻度の少ない商品を供給する小売業である。

　リテイルウェアハウス
大型家庭用品（カーペット，家具，電気製品など），DIY
用品などの商品の販売を専門とする主として自動車利用
客を顧客とする大規模な店舗。

　リテイルパーク リテイルウェアハウスが 3 店舗以上集まっている小売商
業施設。

　ウェアハウスクラブ
値引き価格で商品を大量に販売することを専門とする大
規模ビジネス。顧客としては，事業所もしくは組織，特
定の個人集団を対象としている。

　ファクトリーアウトレットセンター セカンド商品や生産中止商品を値引き価格で販売する店
舗群からなるセンター。

　リージョナル/サブリージョナル
　ショッピングセンター

一般に 50,000㎡以上の売場面積を有し，典型的なものは，
広範囲にわたる買回品商店群を中心に構成されるアウト
オブタウン立地型のショッピングセンター。

〔資料〕Offi  ce of Dupty Prime Minister （2005）, p.32 による。



34

第 1編　イギリス小売商業活動の特徴と研究課題

こととする（表 2‒2）。

⑴　最寄品ショッピングに関する小売商業施設

　最寄品ショッピングに関して，第二次世界大戦後，最も急速に発展してき

たのは，グローサリー部門のスーパーストアおよびスーパーマーケットであ

る。

　スーパーストア superstore とは，セルフサービス方式で食料品を中心に

一部は食料品以外の商品も販売し，その売場面積は 2,500㎡以上でスーパー

マーケットよりも規模が大きく，かつ相当規模の駐車場を備えた 1階建の小

売商業施設を意味している。その店舗の立地は，アウトオブセンターに立地

する場合が多いが，センターないしエッジオブセンターにも立地している。

スーパーストアは，1970 年ではわずか 20 店舗弱にすぎず，1970 年代には約

150 店舗が開発されたが，1980 年代になって小売商業の地域政策の変化とモ

ータリゼーションの進展に対応した大手全国スーパーストアチェーンの形成・

発展による多店舗展開によって，その店舗数は 1980 年の 179 店舗から 1990

年の 649 店舗へと急速な増加をみて，2000 年には 1,000 店舗を超えること

となった。こうしたスーパーストアの多店舗展開と多様な店舗型の開発を通

じて，上位スーパーストア企業への食料品販売額の集中化が進み，4大スー

パーストアチェーンの食料品販売額シェアは，1991 年の約 35％から 2000 年

には約 45％を占め（Burt and Sparks, 2008），さらに 2007 年には同シェア

は 65％に至るなど，上位企業への販売額の集中はさらに進展してきている。

　その結果，現在のグローサリーマーケットの業態別販売額割合は，ハイパ

ーマーケット・スーパーストア・スーパーマーケットで 70％強のシェアを

数え，ローカルセンター等に立地するコンビニエンス小売業の 20％を加え

ると，両者で 90％を超えている（図 2‒1）。

⑵　買回品ショッピングに関する小売商業施設

　買回品ショッピングに関して，新しい大規模小売商業施設としては，表 2

‒2 では 5つあげられているが，ここではショッピングセンターとリテイル
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コンビニエンス小売業
面積：28%
販売額：21%

グローサリー小売業
売場面積：1,770 万㎡
販売額：1,905 億ポンド

伝統的小売業
面積：16%
販売額：4%

ハイパーマーケット・
スーパーストア・
スーパーマーケット
面積：56%
販売額：72%

オンライン販売
面積：―
販売額：3%

図 2-1　グローサリーマーケットの業態別売場面積・販売額割合（2009 年）
図中の％はそれぞれのシェアを示す。
〔資料〕IGO Research （2009）：Grocery market performance, http://www.igd‒interactive.

com/index. による。
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パークについてみることとする。

　〔リテイルパーク〕　リテイルパーク retail park は，家具・家電・DIY用

品などの大型の家庭用品 bulky goods を取り扱うために大きな売場スペース

を必要とする業種の倉庫型店舗（リテイルウェアハウス retail warehouse）

が一敷地内に共通の駐車場を備えて 3店舗以上集積している施設である。も

っぱらアウトオブセンターに立地し，自動車利用客をターゲットとしている

小売商業施設である。

　リテイルパークは 1980 年代後半以降になって多数開発され，1985 年の 11

施設から，1992 年の 227 施設へ，さらに 1996 年には 685 施設へと急速な発

展を遂げてきている。

　1990 年代以降では，リテイルパークのなかには，従来の取り扱い品目と

は異なる衣料品，がん具，スポーツ用品などを取り扱うディスカウント大型

店も立地するようになった。さらに最近年では，シティセンターに立地する

衣料品店を始め，スポーツ用品，書店，薬局などの専門店を備えた大規模リ

テイルパークの開発や相互に隣接するリテイルパークの集積地などもみられ

るようになり，既存のシティセンターなどにも大きな影響を与えるものも出

現してきている。

　〔ショッピングセンター〕　ショッピングセンター（shopping centre，以

下 SCと略す）の代表的な類型区分は，表2‒3 のようである。イギリスでは，

1970 年代までは，主としてシティセンター，タウンセンターなど既存の小

売商業地区の再開発や拡張をめざした再開発型 SC redevelopment shopping 

centre が数多く開発されてきた。そのほか，スーパーストアを核とした核

店舗中心型 SC focused shopping centre も比較的多く建設されてきた。

　SCの開発のピークは，1960 年代末～ 1970 年代前半にあったが，1986 年

に開設された郊外型 SC out-of-town shopping centre でスーパーリージョナ

ルショッピングセンターに相当するメトロセンターMetro Centre を最初と

して，1980 年代後半にはそれまでにはほとんど開発されることはなかった

リージョナル SCないしサブリージョナル SC2）の大規模な郊外型 SCの開発

ブームとなった。大規模郊外型 SCの開発申請（売場面積 50 万平方フィー
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特性
類型

標準売場
面積（㎡） 核店舗

一般小売
サービス
店舗数

駐車場規模
（駐車台数） 立地特性など

郊
外
型　
　
　

SC

Strip 1,500 ― 5 ～10 300 台以下 region SCに近接して立地。
Neighbor-
hood 5,000 スーパー

マーケット 5 ～ 20 300 ～
1,000 台 地方道路の交差点に立地。

Commu-
nity 20,000 バラエティストア 25 ～ 75 1,000 ～

3,000 台
都市内道路の交差点に立
地。

Regional 50,000 百貨店
1ないし2店 75 以上 3,000 台

以上
都市内・都市間フリーウェ
イの交差点に立地。

Super
‒ regional 100,000 〃

3 店以上
200
以上

10,000 台
以上

都市間フリーウェイ，ハイウ
ェイの交差点に立地。

再
開
発
型
SC

Infi ll 2,500 ― 20 程度 ― 既成商業地区のメインストリ
ートの背後地に立地。

Extension 15,000 多　様 不　定 不　定
既成商業地区に連続して立
地。商業地区の拡張を目的
に開発される。

Core 
replacement 40,000 百貨店 50 ～

150 多　様 都市部に近接した位置に立
地。

多機能型 SC
　（Multi ‒
　　function）

40,000
小売部門 百貨店 100以上 数百～

数千台

新都市，ニュータウンの中
心的位置に立地。（合衆国
では，都市部の再開発で導
入。）オフィス，ホテル，娯
楽機能等と一体化したもの。

付設型 SC
　（Ancillary） 3,000 ― 不　定 ― ホテル，オフィスビル等の

一部に付設される。

専門店型 SC
　（Spesiality） 6,000 ― 不　定 不　定

（概して小規模）

高度に専門化した店舗の場
合，高所得地域，都市部に
立地。既存の建造物を修復・
改造したものもみられる。

核店舗中心型 
SC
 　（Focused）

10,000 量販店
（ハイパー） 6 以上

不　定
（立地により
異なる）

売場面積の 70 ～ 90%を核
店舗が占有。ハイパー型
SCが典型例。核店舗に不
足する機能を一般小売店等
で補足。

郊外型 SC，再開発型 SCはサブタイプを示す。
［資料］Dawson, （1983）, pp. 25‒28. による。

表 2‒3　ショッピングセンターの類型

＼ 
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ト以上）は 1980 年代末には 50 を数えるに及んだが，2008 年現在開設をみ

たのは結果的には 12 に過ぎになかった。また，1990 年代以降のショッピン

グセンターの開発は，既存の小売商業地区での開発に再びその重点が置かる

こととなり，今日に至っている。

3 ．小売商業の地域的動向

　イギリスにおける地域小売商業の動向をみるには，小売商業の地域計画・

地域政策のインパクトを無視して，考えることはできない。また，イギリス

においても，当然ながら，人口（消費者）の郊外化，モータリゼーションの

進展に伴う購買活動における自動車利用の増大，ワンストップショッピング

が可能となる総合型小売商業施設の選好，といった消費サイドをめぐる変化

は，他の先進諸国とも共通している。

　上述のようにスーパーストアを筆頭に，大規模小売商業施設ないし大規模

小売企業への販売額の集中化が進展し，それらは供給サイドのキープレイヤ

ーとして，消費者の購買活動のあり方を規定する要因として機能してきてい

る。それゆえ，大規模小売商業施設は，小売商業の地域的動向を研究するに

はその分析は欠くことができない存在であり，また小売商業の地域政策・地

域計画においても，最も考慮すべき重要な要素となっている。

　以上のことを念頭において，以下では，地域小売商業の動向と関連して，

その中心的な課題となる小売商業の離心化と小売商業地区の再生に焦点を絞

って，イギリスの特徴についてみておくこととする。

⑴　小売商業の離心化

　イギリスの小売商業の離心化は，1960 年代以降に新たに登場してきた大

規模小売商業施設であるスーパーストア，リテイルパーク，郊外型ショッピ

ングセンターの発展によって進展してきた現象である（Schiller, 1986：13‒

15）。また，1980 年代になって，ブラウンフィールドなどのアウトオブセン

ターで大規模小売商業施設が開発されるようになり，小売商業の離心化は一

層急速に進展することとなった。
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　離心化という概念は，都市（圏）を構成する中心都市ないしCBDと郊外

地域の分担関係において，都市（圏）に占める郊外地域の割合が相対的に上

昇することを意味する郊外化と同じ意味で使用されることもあるが，一般的

には中心から都市機能が離れた結果，中心都市ないしCBDの都市機能が絶

対的減少をみることとなる現象を意味している。

　イギリスでいう小売商業の離心化は，小売商業の郊外化と同義ではなく，

また上記の一般的な意味での離心化を意味しているものでもない。それは，

アウトオブセンターでの小売商業の開発・発展によって，小売商業地区（セ

ンター）の小売商業活動のウェイトが低下する現象を意味する用語として用

いられている。

　イギリスの小売商業の離心化は，表 2‒4 のように，新しい大規模小売商

業施設のアウトオブセンターでの開発・発展によるものであり（Guy, 1998, 

16‒17），それは基本的に自動車交通によるアクセスに重点が置かれた小売

商業施設の発展によるものである。

　また，小売商業の離心化の過程は，シラー Schiller, R. によると，1970 年

代にスーパーマーケットの発展によって，食料品部門から始まったが，こう

表 2‒4　アウトオブセンターに立地する小売商業施設の発展

時　期 提供商品 店舗業態 センターの類型
1970 年代初頭 食料品・家庭用品 ハイパーマーケット ディストリクトセンター
1970 年代中葉 食料品 スーパーストア ディストリクトセンター
1970 年代末 家庭用品 リテイルウエアハウス ―

1980 年代中葉 趣味用品・ファッション衣料 リテイルウエアハウス リテイルパーク

1980 年代末 全商品 郊外型ショッピングセンター リージョナルショッピン
グセンター

1990 年代初頭 低価格（食料品） 商品構成が限定された
ディスカウントストア ―

低価格（多種類の商品）会員制ウエアハウス ―

低価格（趣味用品・ファ
ッション衣料） ファクトリーアウトレット ファクトリーアウトレット

センター
［資料］Guy （1998） p.17 による（筆者一部修正）。
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した動きを決定的にしたのは，1980 年代以降のスーパーストアの発展であ

る（第 1 段階）。それに続いて，リテイルパークの発展によって，大型家庭

用品 bulky goods 部門の離心化が進展することとなった（第2段階）。さらに，

1980 年代後半には，リージョナルクラス以上の郊外型ショッピングセンタ

ーが開設されるに至り，直接的にシティセンターなどとも競合しうる衣料品・

高級買廻品部門の離心化の段階（第3段階）に到達することとなった（Schiller, 

1986：13‒15）。

　以上のように，イギリスの小売商業の地域的動向の 1つとして，小売商業

の離心化の進展があげられる。それは他の先進国でみられる中心都市ないし

中心商業地区VS郊外の対比で議論される小売商業の郊外化として捉えられ

る現象や問題ではなく，イギリスでは小売商業地区VSアウトオブセンター

に立地する小売商業施設とのトレードオフ関係で捉えるべき現象や問題なの

である。

　また，小売商業の地域政策の問題としてみると，小売商業の離心化の進展

は既存の小売商業地区の地域的体系とは相容れない側面が多いが，例えば，

イギリスの食料品の消費者購買行動としては，食料品の購買頻度では「週1回」

が過半数を占め，購買行動における自家用車の利用は 2003 年で約 65％に達

表 2-5　食料品の消費者購買行動

Ａ　食料品購買活動の頻度（2004/2005 年） （％）
毎　　日 2.2 週 1 回 50.8
週 4.5 回 3.4 月 2・3 回 9.5
週 2.3 回 13.7 月 1 回以下 9.3

B　食料品購買活動の交通手段（2002/2003 年） （％）
徒　　歩 25 バ　　ス 8
自家用車 64 その他の公共交通 1
自転車・バイク 1
［資料］Ａ： The Advertising Association（2005）: Marketing 

Pocket Book 2006, p.104 による。
　　　 Ｂ： Department of Transport（2005）: Foucus on 

personal travel 2005, pp.31-32．による。
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しているなど（表 2‒5），一方では自家用車で買物するには利便な小売商業

施設の発展に繋がることとなるので，消費者ニーズにマッチしたところも多

いことは否定できない。政府が国民に対して良好な買物環境を創出していく

ために，小売商業の離心化をどのように考えるのかは，小売商業の地域政策

の重要な検討事項となるのである。

⑵　小売商業地区の動向と再生

　小売商業の離心化に対して，小売商業地区の再生は，大きな課題である。

小売商業地区の動向については，例えばドーソン が西ヨーロッパの大陸諸

国とイギリスとの小売商業の地域的展開の違いについて述べているように，

イギリスでは，第二次世界大戦後ほぼ一貫して，小売商業地区の地域的体系

を存続・維持していくことを目的に，小売商業地区の再開発や再生事業が行

われてきたところに特徴がある（Dawson, 1982：129‒132）。

　また，イギリスのリージョナルセンタークラスの大規模ショッピングセン

ターの開発は，ヨーロッパの大陸諸国と比較しても，シティセンターなどの

中心商業地区で開発されたものが圧倒的に多く，イギリスのショッピングセ

ンターは主として自然発生的に形成されてきた小売商業地区の近代化の手段・

手法として，開発されてきた側面が大きい（Guy, 1994b：297‒300）。

　小売商業地区のフィジカルな再開発・再生事業は，1970 年代まではシテ

ィセンターなどで一般小売店舗を主体とした再開発型 SCなどもみられたが，

ディストリクトセンター以下のレベルの小売商業地区における再開発事業や

新たな小売商業地区の開発では，すでに 1970 年代からスーパーマーケット，

スーパーストアを核としたショッピングセンターの建設が一般化することと

なった。さらに，1980 年代以降の小売商業地区の建設や小売商業地区のフ

ィジカルな再生事業は，ディストリクトセンターやローカルセンターを典型

に，スーパーマーケットやスーパーストア等の大規模小売店舗に一層大きく

依存した事業となってきている（Guy, 1984：85‒86）。小売商業地区におい

ても，大規模小売商業施設や大規模小売店舗は，やはり供給サイドのキープ

レイヤーであり，小売商業の再開発や再生においても最も重要な要素となっ
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ている。

　なお，小売商業地区の動向と再開発・再生については，小売商業地区の地

域的体系で最上位に位置づけられ，主として買回品を供給しているシティセ

ンター，タウンセンターと最寄品の購入地であり近隣住民の食料品等の購買

活動の基盤と位置づけられてきたディストリクトセンター以下のレベルの小

規模小売商業地区とは，その動向も様相を異としてきている。また，今日の

小売商業の地域的課題として，地域最大の核としてシンボル的存在であるシ

ティセンターやタウンセンターでは，小売商業活動の発展によるシティセン

ターの再生・繁栄に対する貢献が重視されるところであり，一方小規模小売

商業地区は徒歩や公共交通で容易にアクセス日常の消費生活の拠点としての

社会的機能を維持・発展させることが重要課題となる。そのため，地域の小

売商業の研究に際しては，両者を区別して，個別に論じた方がよい場合も少

なくない。

Ⅲ．研究課題と本書の構成

　前章および本章で検討してきたことを前提としたうえで，本書では次の 2

点を研究課題として取り上げることとした。第一には，第二次世界大戦後の

中央政府の小売商業の地域（計画）政策の展開と小売商業の開発および小売

商業の地域的動向を全国レベルで検討することを課題とした（第 2編）。

　さらに第二には，具体的な都市レベルにおいて，地方政府による小売商業

の地域政策の実態と小売商業の地域的動向について，小売商業地区（センタ

ー）に重点を置いて検討することを課題とした。そして小売商業地区の検討

においては，その規模，性格，地域計画における位置づけの違いなどを考慮

して，地域最大の小売商業地区であるシティセンター（第 3編）と小規模小

売商業地区（第 4編）に区分して，それぞれについて別個に検討することと

した。
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注

 1） UK committee of IGU Study Group on the Geography of Commercial 
Activity（1987）：Register of UK members, 51‒52 を資料に分析した。グループ
に参加するメンバーは 32 名で，ガイGuy, C. M., スパークス Sparks, L., デービス
Davies, R. L., ドーソンDawson, J. A., ブラウン Brown, S., ブロムレー Bromley, R. 
D. F., リグレーWrigley, N. レイノルズ Reynolds, J., ポッター Potter, R. B., ショー
Show, G. などが名を連ねている。なお，この研究グループは，既に解散している。

 2） サブリージョナル SCはアウトオブセンターに立地し，スーパーストアとマークス・
アンド・スペンサーなどの小規模な百貨店（マークス・アンド・スペンサーの出店
が多い）各 1店舗を主体に，少数の一般店舗も含まれるショッピングセンターであ
る。売場面積は 2万～ 4万㎡程度である。
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